
社会保障・税一体改革における地方単独事業について 

 

 社会保障・税一体改革については、平成 23 年 6 月 30 日に政府・与党社会保

障改革検討本部で「社会保障・税一体改革成案」が決定され、7月 1日に閣議報

告された。 

 成案に至る議論の過程では、「国と地方の協議の場」において、地方から「地

方単独事業を含めた社会保障全体をとらえた議論が必要である。」などの意見が

出され、それが一定程度反映されるかたちで成案が決定された。 

 この成案は議論のスタートであり、今後「国と地方の協議の場」に設けられ

た分科会において、社会保障給付の全体像及び費用推計を総合的に整理するこ

ととなっているが、国は、改めて、これまで地方自治体が行ってきた地方単独

事業が、社会保障の一翼を担っているという認識に立ち、地方単独事業を含む

社会保障給付の全体像を整理し、地方と協力して制度を構築するとともに、国・

地方を通じた社会保障に必要な安定財源の確保に努めるべきである。 

そこで、地域住民に信頼される社会保障制度として、社会保障全体の機能強

化と制度の持続性を確保するため、幅広い社会保障行政において、サービスの

運営・給付主体として重要な役割を果たしている地方自治体として、次のとお

り要望する。 

 

○  社会保障・税一体改革において、社会保障給付の全体像を整理し、安定

財源を確保する地方単独事業の範囲を定めるにあたっては、「定期予防接

種」のように法令等に基づき実施している事業はもとより、「乳幼児・子

ども医療費助成」や「障害者医療費助成」、「ひとり親家庭等医療費助成」

等のように、住民のニーズを踏まえ全国的に実施されている事業を含める

など、実情に即したものとすること。 
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